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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記
載しておりません。なお、本株主総会におきましては、書面交付請
求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事
項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第22回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

【 事 業 報 告 】
業務の適正を確保するための体制
及 び当 該 体 制 の運 用 状 況

【 連 結 計 算 書 類 】
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表

【 計 算 書 類 】
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

ブロードマインド株式会社
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社及び当社
子会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。
①　取締役及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１．「コンプライアンス基本方針」、「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンス委員
会規程」等のコンプライアンス体制に係る諸規定を遵守した職務執行を行う。

２．コンプライアンス室が業法を中心とした法令遵守徹底に向けた取組を統括し、コンプライ
アンス委員会（執行役員を委員長とし、各営業部門部門長、コンプライアンス担当責任
者、コンプライアンス室長、内部監査室長及び常勤監査役にて構成されており、原則とし
て毎月1回開催するほか、必要に応じて随時開催）との連携を図りながらコンプライアン
スの状況の把握・分析及び執行責任者会議への報告を行う。

３．コンプライアンスに関する教育・研修を適宜実施し、コンプライアンス意識の維持・向上
を図る。

４．代表取締役社長直轄の内部監査室が、監査役会及び会計監査人との連携・協力のもと内部
監査を実施し、職務の適法かつ適切な運営と内部管理の徹底を図る。

５．当社及び当社子会社の取締役の職務執行が、法令・定款・規程に違反することなく適正に
行われていることを確認するため、監査役による監査を行う。

６．事故や不祥事等のコンプライアンス違反を未然に防止することを目的とし、法令上及び社
会通念上疑義のある行為に対して従業員が情報提供を行えるよう内部通報制度を設置・運
営する。

②　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１．取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」等に基づき、適切
に保存及び管理を行う。

２．取締役及び監査役は、これらの文書等を、常時閲覧できるものとする。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１．「リスク管理規程」に基づき、取締役及び従業員は不測の事態も含めた事業運営に係る

様々なリスクを積極的に予見し、諸リスクの把握、評価に努める。
２．リスクの種類に応じたリスク責任部門を定め、各業務の深い知見に根差したリスク管理体
制を構築する。

３．リスクが発見された際には、ビジネスストラテジー本部長に速やかに報告するものとし、
ビジネスストラテジー本部長は当該リスクが経営に重大な影響を及ぼすと判断した場合
は、取締役会に報告し、その内容に応じて顧問弁護士、公認会計士等と協議したうえで適
切な対応を行う。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１．取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と業務執行機能を分離し、各管掌部門における
業務執行については「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に沿って各執行責任者が担う
こととし、月次で開催される取締役会において業務執行の監督と業務執行に係る重要な意
思決定を行う。なお、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

２．業務執行を円滑に行うために執行責任者会議を月に２回行い、取締役会の審議事項の予備
的な審議を行うことで、経営意思の決定や業務執行の迅速化・効率化を図る。

⑤　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１．「関係会社管理規程」を定め、子会社の自主性を尊重しつつ、重要事項の執行については
当社ビジネスストラテジー本部長による指示・管理のもとで当社企業集団としての適正な
運営を図る。

２．内部監査室は、当社及び当社子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長に報
告する。内部監査室は「内部監査規程」に基づき、当社のみならず当社子会社も監査対象
として定期的に内部監査を実施する。

３．上記③の損失の危機に関する事項については、当社企業集団の各社に適用されるものと
し、当社において当社企業集団全体のリスクを網羅的かつ統括的に管理する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する
事項及び当該従業員の取締役からの独立性に関する事項
１．監査役は、内部監査室所属の従業員に監査業務に必要な事項を命令できるものとし、監査
役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、取締役の指揮命令は受
けないものとする。

２．当該従業員に係る人事異動・人事考課等については、監査役の意見を反映して決定するも
のとする。

⑦　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
１．監査役は、取締役会のほか、執行責任者会議等重要な会議に出席し、取締役及び従業員か
ら職務執行状況の報告を求めることができる。

２．取締役及び従業員は、監査役から職務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速
やかに報告するとともに、当社企業集団に著しい損害を及ぼす恐れのある事項を発見した
ときには、直ちに監査役に報告する。

⑧　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況
１．反社会的勢力との関係・取引・利用を一切行わないことを基本方針とし、その堅持・徹底
のため、「反社会的勢力対応マニュアル」を規定し、人事総務部を事務局として体制の整
備・教育を実施する。

２．反社会的勢力から不当な要求を受けた場合には、当該マニュアルに定めるところにより、
ビジネスストラテジー本部長を委員長とする「反社会的勢力対策委員会」を設置し、警察
等の外部専門機関との連携も適宜図りながら、会社組織全体で毅然とした対応を取る。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１．監査役は、監査役監査の実効性を高めるため、代表取締役社長と定期的に意見交換を行
う。

２．監査役は、定期的に会計監査人及び内部監査室と連携をとり、監査役監査を行う。

－ 3 －



2023/05/31 19:16:06 / 22948391_ブロードマインド株式会社_招集通知
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　「取締役会規程」に基づき、毎月１回の定期取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催
しており、当事業年度においては15回の取締役会を開催いたしました。取締役会では、月
次決算及び業務執行に係る報告がなされており、取締役が相互に業務執行状況の監視・監督
を行っております。

②　「監査役会規程」に基づき、毎月１回の定期監査役会を開催しており、当事業年度において
は12回の監査役会を開催いたしました。監査役会においては、監査計画の策定及びその実
施状況について情報を共有するとともに、内部監査室と随時意見交換や情報共有を行うなど
連携を図っております。監査役は、毎期策定される監査計画書に基づき、取締役会を含む重
要な会議への出席、実地監査、意見聴取を行い、内部統制システムの整備・運用状況を中心
に業務活動全般にわたり監査を実施しております。また、会計監査人と定期的に意見交換を
行い、より実効性の高い監査の実施に努めております。

③　内部監査室は、毎期内部監査計画を策定し、当該計画に基づき全部門を対象とした内部監査
を実施しており、より実効性の高い監査体制を実現するため定期的に監査役、会計監査人と
の意見交換を行っております。また、内部監査の結果については、代表取締役社長へ都度報
告するとともに、改善状況に関するフォローアップも行っております。

④　当社では、コンプライアンス室が主管となってグループ全体のコンプライアンス体制の強
化・推進を目的に、社内業務の定期的なモニタリング及び研修等を通して企業活動における
法令遵守・営業活動上の諸問題の解決に向け対応しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 571,376 471,376 2,111,868 △87,931 3,066,689
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 13,687 13,687 27,375
剰 余 金 の 配 当 △84,318 △84,318
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 535,117 535,117
自 己 株 式 の 取 得 △43 △43
連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減 －
株主資本以外の項目の当連結会計
年 度 変 動 額 ( 純 額 ) －

当連結会計年度変動額合計 13,687 13,687 450,798 △43 478,130
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 585,063 485,063 2,562,667 △87,975 3,544,819

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
そ の 他 の 包 括

利 益 累 計 額 合 計
当連結会計年度期首残高 46,076 46,076 325 － 3,113,090
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 27,375
剰 余 金 の 配 当 △84,318
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 535,117
自 己 株 式 の 取 得 △43
連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減 7,072 7,072
株主資本以外の項目の当連結会計
年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △46,076 △46,076 － － △46,076

当連結会計年度変動額合計 △46,076 △46,076 － 7,072 439,126
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 － － 325 7,072 3,552,217

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 2社
・連結子会社の名称 MIRAI株式会社

株式会社イノセント
　前連結会計年度において当社の連結子会社でありましたBroad-minded 
America Properties, Inc.及びBroad-minded Texas, LLCは、2022年９月
をもって清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

また、当社は、2023年３月29日付で株式会社イノセントの株式を取得し、
2023年３月31日をみなし取得日とし、貸借対照表のみを連結の範囲に含めて
おります。

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．販売用不動産 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．その他有価証券
匿名組合出資の会計処理 匿名組合出資については、匿名組合の財産持分額を「投資有価証券」に計上

しております。匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、匿名組合
が獲得した純損益については持分相当額を「匿名組合投資利益又は匿名組合
投資損失」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」を加減しておりま
す。
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物については定額法）

を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　3～15年
工具、器具及び備品　　　　4～15年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　５年
のれん　　　　　　　　　　４～５年

③　重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。
ロ．返金負債 生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店手数

料の支払いに備えるため、短期解約実績率に基づく当社負担見込額を計上し
ております。

ハ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。ただし、一部の子会社については、法人税
法の規定に基づく法定繰入率を適用しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
イ．生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料

顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保
全管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった
時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都
度充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価
の一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控
除するとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期
待値法を用いております。各社ごとに過去3年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出して
おります。
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ロ．金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っておりま
す。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるもので
あり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。

ハ．不動産販売売上
顧客との媒介契約に基づき顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務と、顧客との不動
産売買契約に基づき用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務を負っておりま
す。
顧客の不動産売買成立に向けた一連の業務に関する義務については、媒介契約により成立した不動産
売買契約に関する物件が引き渡された時点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益
を計上しております。
また、用地の仕入から施工まで行ったマンションの引き渡しを行う義務については、当該履行義務は
物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針
第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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当連結会計年度
投資有価証券 101,700千円

当連結会計年度
返金負債 154,717千円

３．会計上の見積りに関する注記
当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成され

ております。この連結計算書類の作成にあたって、資産、負債、収益及び費用に影響を及ぼす見積り及び仮
定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結計算書類の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりです。

（投資有価証券）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会

計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当社は市場価格のない非上場株式の評価に当たり、当初取得時の超過収益力が見込めなくなった場合
で、かつ発行会社の１株当たり純資産が１株当たり取得価額の50％を下回った場合には、１株あたり純
資産まで減損処理を行うこととしております。当社は、投資先企業の直近の財政状態、事業の進捗状況そ
の他の外部情報等をもとに、同社の事業計画の妥当性を検討し、当該事業計画に基づいて超過収益力を計
算したうえで、取得当初に見込んだ超過収益力の毀損が生じていないと判断し、減損処理を行わないこと
としております。

超過収益力の毀損の有無の判断に当たり、投資先企業の事業計画の達成状況や今後の業績見通しについ
ては、見積りの不確実性が高い領域であります。

（返金負債）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会

計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

返金負債は、生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店手数料の支払いに
備えるため、過去３年間の生命保険会社への返戻額の実績を基礎にして返戻料率を算出し代理店手数料に
乗じることで算定しております。

当該返戻額は、経済環境の悪化や生命保険契約者の個別的な理由等の外部要因により発生する可能性が
あり、将来的に発生する生命保険会社への返戻額の見積りは不確実性が高い領域であります。
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当座貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円

計 500,000千円

普通株式 5,478,416株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 ６ 月 2 9 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 84,318 16 2022年３月31日 2022年６月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 128,479 24 2023年３月31日 2023年６月30日

普通株式 415,000株

４．連結貸借対照表に関する注記
当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの
契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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（単位：千円）

区分 当連結会計年度
（2023年３月31日）

投資有価証券 143,018

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、投機的な取引は行わない方針であり、一時的な余剰資金は、主に安全性の高い銀行預
金で運用しております。また、資金調達については、事業計画に照らして必要な資金（主に銀行借入や社
債発行）を調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　投資有価証券は、非上場株式及び投資事業組合出資金であります。非上場株式は、業務上の関係を有す
る企業の株式であり、発行会社における経営成績及び財務状態の悪化等のリスクに晒されております。ま
た、投資事業組合出資金は、投資事業組合の出資先の信用リスクに晒されております。これらのリスクに
ついては、定期的に財務内容を把握することにより管理しております。
　営業債務である未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、事業活動に係る資金調達を目的としたものであります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表に計上している、「現金及び預金」、「売掛金」、「未払法人
税等」、「未払金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。
　「長期借入金」については、重要性が乏しいことから、注記を省略しております。

　市場価格のない株式等は、以下のとおりであります。
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（単位：千円）

収益区分
報告セグメント

フィナンシャルパートナー事業
一時点 一定期間

生命保険代理店手数料 2,339,583 621,645
損害保険代理店手数料 83,947 133,583
金融商品仲介手数料 103,194 －
住宅ローン代理手数料 18,245 －
不動産販売売上 784,322 －
その他 236,000 3,597
顧客との契約から生じる収益 3,565,293 758,826
外部顧客への売上高 3,565,293 758,826

（単位：千円）
当連結会計年度（期首）

（2022年４月１日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）
顧客との契約から生じた債権

売掛金 282,756 192,688
契約資産 382,846 411,942
契約負債 204,558 195,288

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等　⑶会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

（注）１．契約負債は、生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料における保険契約の維持保全管
理を行う義務にかかる顧客からの前受金に関連するものであります。この契約負債は、収益認
識に伴い取り崩されます。

２．当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は
204,558千円であります。
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⑴　１株当たり純資産額 663円49銭
⑵　１株当たり当期純利益 100円83銭

（１） 名 称 株式会社セゾン保険サービス
（２） 所 在 地 東京都豊島区東池袋４丁目21番１号アウルタワー４階
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　富岡　勝巳

（４） 事 業 内 容 損害保険代理店・生命保険募集代理業
リスクマネジメントに関するコンサルティング業

取得時期 取得する株式の
種類・株数 取得価格（千円） 取得後の当社の

議決権割合
2023年４月３日 普通株式　372,000株 84,072 15.0%

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループの取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、すべて１年内で当該履行義

務が充足されるものであります。そのため、残存履行義務に関する記載は、省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による持分法適用関連会社化について）

当社は、2023年３月24日開催の取締役会において、損害保険及び生命保険の各代理店事業を営む株式会社
セゾン保険サービス（以下：セゾン保険サービス）の株式取得に係る契約を締結し、2023年４月３日付で同
社を持分法適用関連会社とすることを決議いたしました。

⑴株式取得の目的
当社は「金融の力を解き放つ」をパーパスに、「金融に倫理を、人生に自由を」をミッションに、フィナン

シャルパートナー事業を展開しております。その中で、より多くの方が経済的な側面から人生における選択の自
由を得て頂くべく、単なる商品提供ではなく、当社と縁のあった全てのお客様の金融リテラシーを向上させるこ
とを当社ならではの価値とし、フィナンシャルパートナー事業を展開しております。このような中、2022年８
月12日に株式会社クレディセゾンとの間で資本業務提携契約を締結し、強固なパートナーシップの下、両社の
強み・リソース等の活用を図りながら、フィナンシャルパートナー事業の更なる成長及び新たなモデルへのチャ
レンジを進めておりますが、グループの機関代理店であるセゾン保険サービスとの協業も新たな取組の柱として
位置づけております。これらを強力に推進するため、セゾン保険サービスとの資本的な関係性を構築する決定を
いたしました。

⑵株式取得する会社の概要

⑶株式の取得時期、株式の種類・株数、取得後の株数及び議決権割合
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰余金

当 期 首 残 高 571,376 471,376 471,376 1,895,278 1,895,278 △87,931 2,850,099 325 2,850,424

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 13,687 13,687 13,687 27,375 27,375

剰余金の配当 △84,318 △84,318 △84,318 △84,318

当 期 純 利 益 630,194 630,194 630,194 630,194
自 己 株 式 の
取 得 △43 △43 △43

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － － －

当期変動額合計 13,687 13,687 13,687 545,875 545,875 △43 573,207 － 573,207

当 期 末 残 高 585,063 485,063 485,063 2,441,153 2,441,153 △87,975 3,423,306 325 3,423,631

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券
匿名組合出資の会計処理 匿名組合出資については、匿名組合の財産持分額を「投資有価証券」に

計上しております。匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、
匿名組合が獲得した純損益については持分相当額を「匿名組合投資利益
又は匿名組合投資損失」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」
に加減しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物については定額

法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　3～15年
工具、器具及び備品　　　　4～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　５年
のれん　　　　　　　　　　４年

⑶　繰延資産の処理方法
株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

⑷　引当金の計上基準
①　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。
②　返金負債 生命保険契約者の短期解約に伴い生命保険会社に対して返戻する代理店

手数料の支払いに備えるため、短期解約実績率に基づく当社負担見込額
を計上しております。

③　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
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⑸　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①　生命保険代理店手数料及び損害保険代理店手数料
顧客のニーズに応じて、保険会社に対し保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の維持保全
管理を行う義務を負っております。
保険会社に対し保険契約の取次を行う義務については、保険契約の取次後、保険契約が有効となった時
点で充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
また、取り次いだ保険契約の維持保全管理を行う義務については、サービスの提供期間が完了する都度
充足されるものであり、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。
当該事業においては、保険会社に取り次いだ保険契約者が早期に保険契約の解約を行った場合、対価の
一部を保険会社に返金する義務があるため、保険会社に対する予想返金額については、収益から控除す
るとともに、返金負債を計上しております。返金の見積りに当たっては過去の実績等に基づく期待値法
を用いております。各社ごとに過去3年間の戻入額の実績率を算定し、加重平均して算出しておりま
す。

②　金融商品仲介手数料、住宅ローン代理手数料
顧客のニーズに応じて、金融機関に対し金融商品又は住宅ローンの取次を行う義務を負っております。
金融商品又は住宅ローンの取次後、金融商品又は住宅ローンが有効となった時点で充足されるものであ
り、当該履行義務の充足時点で収益を計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており

ます。

－ 16 －
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個別注記表

短期金銭債権 5,130千円

当座貸越限度額の総額 500,000千円
借入実行残高 －千円
計 500,000千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 5,222千円
営業取引以外の取引高 10,900千円

普通株式 125,107株

４．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑵　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの
契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

－ 17 －
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個別注記表

繰延税金資産
賞与引当金 53,078千円
未払賞与 11,268千円
返金負債 47,374千円
未払事業所税 1,224千円
未払事業税 10,014千円
減価償却超過額 504千円
のれん償却超過額 2千円
資産除去債務 7,056千円
その他 3,214千円
繰延税金資産小計 133,739千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △7,019千円
繰延税金資産合計 126,720千円
繰延税金資産の純額 126,720千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.90％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △8.15％
住民税均等割 2.36％
評価性引当額の増減額 0.08％
賃上げ促進税制に係る税額控除 △3.15％
その他 △0.40％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.27％

７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

－ 18 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 MIRAI株式会社
所有
直　　接
100.00％

役員の兼任
資金の貸付

資金（短期）の
貸付（注） 191,500 関係会社短

期 貸 付 金 27,500資金（短期）の
回収（注） 164,000

資金（長期）の
貸付（注） 653,000

１年内回収
予定の関係
会社長期貸
付 金

471,000

資金（長期）の
回収（注） 397,144 関係会社長

期 貸 付 金 96,000
利 息 の 受 取
（注） 7,000 未 収 収 益 3,264

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

役員及びそ
の 近 親 者 吉 橋 　 正

被所有
直　　接
11.54％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）

4,575 － －

役員及びそ
の 近 親 者 大 西 　 新 吾

被所有
直　　接
4.11％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）

4,575 － －

役員及びそ
の 近 親 者 鵜 沢 　 敬 太

被所有
直　　接
0.63％

当社取締役
ストック・オプ
ションの権利行
使（注）

4,575 － －

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付について、取引金額は期末残高を記載しております。また、貸付金の利率については、市場

金利を勘案して合理的に決定しております。

⑵　役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
2018年７月26日臨時株主総会決議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度における権

利行使を記載しております。なお、取引金額は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使に
よる付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

－ 19 －
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個別注記表

⑴　１株当たり純資産額 639円47銭
⑵　１株当たり当期純利益 118円74銭

９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「１．重要な会計方針に係る事項　

⑸収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による持分法適用関連会社化について）
連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており

ます。

－ 20 －
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